
○金属くずの取扱いに関する条例施行規則

（令和元年10月11日島根県公安委員会規則第４号）

金属屑の取扱に関する条例施行規則（昭和32年島根県公安委員会規則第13号）の全部を改正する。

（趣旨）

第１条 この規則は、金属くずの取扱いに関する条例（昭和32年島根県条例第27号。以下「条例」という。）の施行に関

し必要な事項を定めるものとする。

（業務の開始の届出）

第２条 条例第３条第１項又は第２項の規定による届出は、金属くず商届出書（様式第１号）により行うものとし、本人

（法人にあっては、その代表者）及び管理者を置くときはその者の写真（届出前６月以内に撮影した無帽、正面、上三

分身、無背景の縦の長さ3.0センチメートル、横の長さ2.4センチメートルの写真であって、裏面に氏名及び撮影年月日

を記載したもの。以下同じ。）を２枚添付するものとする。

２ 前項の届出書には、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める書類を添付するものとする。

⑴ 届出者が個人である場合 住民票の写し（住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第７条第５号に掲げる事項（外

国人にあっては、同法第30条の45に規定する国籍等）を記載したものに限る。次号、第３号及び次条第２項において

同じ。）

⑵ 届出者が法人である場合 定款、登記事項証明書及び代表者の住民票の写し

⑶ 管理者を置く場合 管理者の住民票の写し

（従業員による行商等の届出）

第３条 条例第４条の規定による届出は、金属くず商従業員届出書（様式第２号）により行うものとし、当該従業員の写

真を２枚添付するものとする。

２ 前項の届出書には、当該届出に係る従業員の住民票の写しを添付するものとする。

（証明書の様式）

第４条 条例第５条第１項の証明書（以下「証明書」という。）は、金属くず商に対するものにあっては金属くず商届出

証明書（様式第３号）によるものとし、管理者及び従業員に対するものにあっては金属くず商（管理者・従業員）届出

証明書（様式第４号）によるものとする。

（届出事項の異動の届出）

第５条 条例第５条第２項の規定による届出は、異動届出書（様式第５号）により行うものとし、第２条第２項及び第３

条第２項に規定する書類のうち当該届出の異動事項に係る書類を添付するものとする。この場合において、証明書の記

載事項に異動を生じたときは、当該証明書及び当該証明書に係る者の写真２枚を添付するものとする。

（証明書の毀損等の届出）

第６条 条例第５条第３項の規定による届出は、証明書（毀損・亡失・盗難）届出書（様式第６号）により行うものと

し、当該証明書に係る者の写真を２枚添付するものとする。この場合において、当該届出が証明書の毀損によるもので

あるときは、当該毀損した証明書を返納しなければならない。

（証明書の返納の届出）

第７条 条例第７条の規定による証明書の返納は、証明書返納届出書（様式第７号）により行うものとし、当該返納に係

る証明書を添付するものとする。

（標識の様式）

第８条 条例第８条の標識は、様式第８号によるものとする。

（確認の方法）

第９条 条例第10条第１項の確認は、身分証明書、運転免許証、国民健康保険被保険者証その他の相手方の住所及び氏名

を証する資料（一を限り発行又は発給されたものに限る。）の提示を受け、又は相手方以外の者で相手方の身元を確か



めるに足りるものに問い合わせる方法により行わなければならない。

（帳簿の様式等）

第10条 条例第11条第１項の帳簿は、金属くず受払台帳（様式第９号）によるものとする。

２ 条例第11条第１項各号に掲げる事項が、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によって認識するこ

とができない方法をいう。次条及び第12条において同じ。）により記録され、必要に応じ電子計算機その他の機器を用

いて明確に紙面に表示されるときは、当該記録をもって同項に規定する帳簿への記載に代えることができる。

（帳簿に代わるもの）

第11条 条例第11条第２項に規定する帳簿に代わるものは、取引伝票その他これに類する書類であって、同条第１項各号

に掲げる事項を取引ごとに記載することができる様式のものとする。

２ 金属くず商等（条例第５条第１項に規定する金属くず商等をいう。）は、前項の帳簿に代わるものに記載し、又は記

録したときは、行商に従事した後速やかに前条第１項の帳簿に記載し、又は同条第２項の電磁的方法により記録しなけ

ればならない。

（電磁的方法による記録の保存）

第12条 条例第11条第１項各号に掲げる事項が、電磁的方法により記録され、当該記録が必要に応じ電子計算機その他の

機器を用いて直ちに表示されることができるようにして保存されるときは、当該記録の保存をもって同条第３項に規定

する帳簿の保存に代えることができる。

（帳簿の毀損等の届出）

第13条 条例第11条第４項の規定による届出は、帳簿（毀損・亡失）届出書（様式第10号）により行うものとする。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現に交付されている改正前の金属屑の取扱に関する条例施行規則（以下「旧規則」という。）第

３条の規定による証明書は、この規則による改正後の金属くずの取扱いに関する条例施行規則（以下「新規則」とい

う。）第４条の規定による金属くず商届出証明書及び金属くず商（管理者・従業員）届出証明書とみなす。

３ この規則の施行の際現に掲示している旧規則第７条第１項の規定による標識は、新規則第８条の規定による標識とみ

なす。

４ この規則の施行の際現に使用している旧規則第９条第１号の規定による帳簿（同号ただし書の規定により公安委員会

の承認を得た商業帳簿又は複写伝票等（次項において「商業帳簿等」という。）を除く。）は、新規則第10条第１項の

規定による帳簿とみなす。

５ この規則の施行の際現に使用している商業帳簿等は、この規則の施行の日（次項において「施行日」という。）から

令和２年３月31日までの間は、新規則第10条第１項の規定による帳簿とみなす。

６ この規則の施行の際現に条例第５条第１項の規定により証明書を交付されている者による帳簿又はこれに代わるもの

への記載については、新規則の規定にかかわらず、施行日から令和２年３月31日までの間は、なお従前の例によること

ができる。



様式第１号（第２条関係）

※ 届 出 ※ 証 明 書

年 月日 番 号

金 属 く ず 商 届 出 書

金 属 くず の 取 扱 い に 関す る 条 例 第 ３ 条の 規 定 に よ り 、関 係 書 類 を 添 え て 届け 出 ま

す 。

年 月 日

島 根 県公 安 委 員 会 様

住 所 （法人にあっては、主たる事務所の所在地）

届 出 者

氏 名 （法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

㊞

本 籍

〒

個 住 所

電話

金
（ ふ り が な ）

人
氏 名

※ 写 真

属 生 年 月 日 年 月 日

（ ふ り が な ）

く 名 称

主 た る 事 務 所
〒

ず
法

の 所 在 地
電話

〒

商 代
住 所

電話

人
表

(ふ り が な )

氏 名

者
※ 写 真

生 年 月 日 年 月 日



（ ふ り が な ）

名 称

〒

営
所 在 地

電話

本 籍

業

管
〒

住 所

所 理
電話

（ ふ り が な ）

者 氏 名
※ 写 真

生 年 月 日 年 月 日

本 籍

〒

個 住 所

法
電話

（ ふ り が な ）

人
氏 名

定

生 年 月 日 年 月 日

代 （ ふ り が な ）

名 称

理 法 主たる事務所
〒

の 所 在 地
電話

人
〒

人 代
住 所

表
電話

者
(ふ り が な )

氏 名

備考

１ ※印欄には、記載及び写真の貼付をしないこと。

２ 届出者の押印は、署名することにより代えることができる。



様式第２号（第３条関係）

※ 届 出

年 月 日

金 属 く ず 商 従 業 員 届 出 書

金 属 くず の 取 扱 い に 関す る 条 例 第 ４ 条の 規 定 に よ り 、関 係 書 類 を 添 え て 届け 出 ま

す 。

年 月 日

島 根 県公 安 委 員 会 様

住 所 （法人にあっては、主たる事務所の所在地）

届 出 者

氏 名 （法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

㊞

氏 名 又 は 名 称

金

属

く 営 業 所 の 名 称

ず

商
証明書届出年月日

及び証明書番号
年 月 日 第 号

本 籍

従
〒

住 所

電話

業
（ ふ り が な ）

氏 名

員 生 年 月 日 年 月 日
※ 写 真

※ 証 明 書 番 号 第 号



別 紙 （ 従 業 員が ２ 人 以 上 の 場合 のみ 記 載 ）

本 籍

従
〒

住 所

電話

業
（ ふ り が な ）

氏 名

員 生 年 月 日 年 月 日
※ 写 真

※ 証 明 書 番 号 第 号

本 籍

従
〒

住 所

電話

業
（ ふ り が な ）

氏 名

員 生 年 月 日 年 月 日
※ 写 真

※ 証 明 書 番 号 第 号

本 籍

従
〒

住 所

電話

業
（ ふ り が な ）

氏 名

員 生 年 月 日 年 月 日
※ 写 真

※ 証 明 書 番 号 第 号

備考

１ ※印欄には、記載及び写真の貼付をしないこと。

２ 届出者の押印は、署名することにより代えることができる。

３ 従業員が多数で記載欄が不足する場合は、適宜欄を設けること。



様式第３号（第４条―第７条関係）

（表）

第 号

金 属 く ず 商 届 出 証 明 書

住所又は主たる事務所の所在地

写 真 氏名又は名称

55

代表者氏名

押 出 し

スタンプ 営業所の名称

届出 年 月 日

島根県公安委員会 印

85

（裏）

遵 守 事 項 （ 抄 ）

１ 行商又は運搬するときは、必ずこれを携帯すること。

２ 未成年者からは、買受け等しないこと。

３ 取引の際は、相手方の住所、職業及び氏名をよく確かめること。

４ 不正品の疑いのある物を取り扱ったときは、直ちに警察官に申告すること。

備考 図示の長さの単位は、ミリメートルとする。



様式第４号（第４条―第７条関係）

（表）

第 号

金属くず商（管理者・従業員）届出証明書

金属くず商の住所又は主たる事務所の所在地

金属くず商の氏名又は名称

写 真

55

営業所の名称

押 出 し

スタンプ 氏名

届出 年 月 日

島根県公安委員会 印

85

（裏）

遵 守 事 項 （ 抄 ）

１ 行商又は運搬するときは、必ずこれを携帯すること。

２ 未成年者からは、買受け等しないこと。

３ 取引の際は、相手方の住所、職業及び氏名をよく確かめること。

４ 不正品の疑いのある物を取り扱ったときは、直ちに警察官に申告すること。

備考 図示の長さの単位は、ミリメートルとする。



様式第５号（第５条関係）

※ 届 出

年 月 日

異 動 届 出 書

金 属 くず の 取 扱 い に 関す る 条 例 第 ５ 条第 ２ 項 の 規 定 によ り 、 関 係 書 類 を 添え て 届

け 出 ま す。

年 月 日

島 根 県公 安 委 員 会 様

住 所 （法人にあっては、主たる事務所の所在地）

届 出 者

氏 名 （法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

㊞

氏 名 又 は 名 称

金

属

く 営 業 所 の 名 称

ず

商
証明書届出年月日

及び証明書番号
年 月 日 第 号

異 動 年 月 日 新 旧

異

動

事

項

備考

１ ※印欄には、記載をしないこと。

２ 届出者の押印は、署名することにより代えることができる。

３ 異動事項が多く記載欄が不足する場合は、別紙に記載し、これを添付すること。



様式第６号（第６条関係）

※ 届 出

年 月 日

証 明 書 （ 毀 損 ・ 亡 失 ・ 盗 難 ） 届 出 書

金 属 くず の 取 扱 い に 関す る 条 例 第 ５ 条第 ３ 項 の 規 定 によ り 、 関 係 書 類 を 添え て 届

け 出 ま す。

年 月 日

島 根 県公 安 委 員 会 様

住 所 （法人にあっては、主たる事務所の所在地）

届 出 者

氏 名 （法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

㊞

金 氏 名 又 は 名 称

属

く 営 業 所 の 名 称

ず

商
証明書届出年月日

年 月 日 第 号
及び証明書番号

毀
１ 金 属 く ず 商届 出 証 明 書

損 証 明 書 の 種 別
２ 金 属 く ず 商（ 管 理 者 ・ 従 業員 ） 届 出 証 明 書

等

し 証明書に係る者の

た 氏名

証
証明書届出年月日

明
及び証明書番号

年 月 日 第 号

書

毀
毀 損 等 年 月 日 年 月 日

損

等

の
概 要

概

要

備考

１ ※印欄には、記載をしないこと。

２ 届出者の押印は、署名することにより代えることができる。

３ 証明書の種別欄は、該当する数字を○で囲むこと。

４ 複数の証明書を毀損等した場合で記載欄が不足するときは、別紙に記載し、これを添付すること。



様式第７号（第７条関係）

※ 届 出

年 月 日

証 明 書 返 納 届 出 書

金 属 くず の 取 扱 い に 関す る 条 例 第 ７ 条の 規 定 に よ り 、関 係 書 類 を 添 え て 届け 出 ま

す 。

年 月 日

島 根 県公 安 委 員 会 様

住 所 （法人にあっては、主たる事務所の所在地）

届 出 者

氏 名 （法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

㊞

氏 名 又 は 名 称
金

属
営 業 所 名 称

く

ず
証明書届出年月日

商
及び証明書番号

年 月 日 第 号

返 １ 金 属 く ず 商届 出 証 明 書

納
証 明 書 の 種 別

２ 金 属 く ず 商（ 管 理 者 ・ 従 業員 ） 届 出 証 明 書

す

る
証明書に係る者の

証
氏名

明 証明書届出年月日

書 及び証明書番号
年 月 日 第 号

１ 営 業 を 継 続し て 行 う こ と がで き な く な っ たた め 。

２ 従 業 員 が 行商 又 は 運 搬 に 従事 し な く な っ たた め 。

返 納 理 由 ３ 管 理 者 の 職を 解 い た た め 。

４ 証 明 書 の 再 交 付 を 受 け た 者 が 亡 失 し 、 又 は 盗 み 取 ら

れ た 証 明 書 を回 復 し た た め 。

備考

１ ※印欄には、記載をしないこと。

２ 届出者の押印は、署名することにより代えることができる。

３ 証明書の種別欄及び返納理由欄は、該当する数字を○で囲むこと。

４ 複数の証明書を返納するため記載欄が不足する場合は、別紙に記載し、これを添付すること。



様式第８号（第８条関係）

島 根 県 公安 委 員 会 第 号

金 属 く ず 商 8

16

備 考

１ 材 質 は 、 金 属 、 プ ラ ス チ ッ ク 又 は こ れ ら と 同 程 度 以 上 の 耐 久 性 を 有 す る も の と す る 。

２ 塗 色は 、 灰 色 地 に 白文 字と す る 。

３ 番 号は 、 証 明 書 の 番号 とす る 。

４ 図 示の 長 さ の 単 位 は、 セン チ メ ー ト ル とす る 。



様式第９号（第10条関係）

金 属 く ず 受 払台 帳

受 入 払 出

年 商 品 取 引 先 年 取 引 先

月 月 摘 要

日 品 目 数 量 価 格 特 徴 住 所 職 業 氏名
確 認

日 住 所 氏 名
方 法

備考

１ 品目欄は、金属製品の名称及び品種を併記するものとし、当該名称の識別が困難なものについては、品種ごとに

一括記載すること。

２ 特徴欄は、特異な形状又は模様等があった場合に記載すること。

３ 相手方がその帳簿に既に記載されている場合であって、当該相手方の住所等に変更がないときは、氏名又は法人

の名称のみを記載することができる。



様式第10号（第13条関係）

※ 届 出

年 月 日

帳 簿 （ 毀 損 ・ 亡 失 ） 届 出 書

金 属 くず の 取 扱 い に 関す る 条 例 第 11条 第 ４ 項 の 規 定 によ り 、 届 け 出 ま す 。

年 月 日

島 根 県公 安 委 員 会 様

住 所 （法人にあっては、主たる事務所の所在地）

届 出 者

氏 名 （法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

㊞

氏 名 又 は 名 称

金

属

く 営 業 所 の 名 称

ず

商
証明書届出年月日

及び証明書番号
年 月 日 第 号

帳 簿 の 毀 損 又 は 亡 失 の 別 及

び そ の 概 要

備考

１ ※印欄には、記載をしないこと。

２ 届出者の押印は、署名することにより代えることができる。


